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地域鉄道事業者一覧 ９２社 【H21.4.1現在】

※ ●印は第三セクター

運輸局 事業者名
営業
キロ

東
北
運
輸
局

●三陸鉄道 107.6 

●秋田内陸縦貫鉄道 94.2 

●IGRいわて銀河鉄道 82.0 

●会津鉄道 57.4 

●阿武隈急行 54.9 

弘南鉄道 30.7 

●山形鉄道 30.5 

●青い森鉄道 25.9 

●由利高原鉄道 23.0 

津軽鉄道 20.7 

十和田観光電鉄 14.7 

福島交通 9.2 

北
陸
信
越
運
輸
局

富山地方鉄道 99.6 

●しなの鉄道 65.1 

●北越急行 59.5 

長野電鉄 57.6 

●のと鉄道 33.1 

北陸鉄道 22.7 

黒部峡谷鉄道 20.1 

松本電気鉄道 14.4 

上田電鉄 11.6 

●万葉線 12.8 

●富山ライトレール 7.6 

運輸局 事業者名
営業
キロ

関
東
運
輸
局

秩父鉄道 71.7 

関東鉄道 55.6 

●鹿島臨海鉄道 53.0 

●わたらせ渓谷鐵道 44.1 

●真岡鐵道 41.9 

小湊鉄道 39.1 

上信電鉄 33.7 

●野岩鉄道 30.7 

●いすみ鉄道 26.8 

富士急行 26.6 

上毛電気鉄道 25.4 

箱根登山鉄道 15.0 

●ひたちなか海浜鉄道 14.3 

江ノ島電鉄 10.0 

銚子電気鉄道 6.4 

流鉄 5.7 

中
部
運
輸
局

●長良川鉄道 72.1 

●天竜浜名湖鉄道 67.7 

大井川鐵道 65.0 

養老鉄道 57.5 

●えちぜん鉄道 53.0 

三岐鉄道 48.0 

伊豆急行 45.7 

運輸局 事業者名
営業
キロ

中
部
運
輸
局

●愛知環状鉄道 45.3 

●樽見鉄道 34.5 

伊豆箱根鉄道 29.4 

●明知鉄道 25.1 

豊橋鉄道 23.4 

●伊勢鉄道 22.3 

福井鉄道 21.4 

遠州鉄道 17.8 

●伊賀鉄道 16.6 

東海交通事業 11.2 

静岡鉄道 11.0 

岳南鉄道 9.2 

近
畿
運
輸
局

●北近畿タンゴ鉄道 114.0 

神戸電鉄 69.6 

近江鉄道 59.5 

阪堺電気軌道 18.7 

●信楽高原鉄道 14.7 

叡山電鉄 14.4 

和歌山電鉄 14.3 

●北条鉄道 13.6 

京福電気鉄道 11.0 

水間鉄道 5.5 

紀州鉄道 2.7 

運輸局 事業者名
営業
キロ

中
国
運
輸
局

●智頭急行 56.1 

一畑電車 42.2 

●井原鉄道 41.7 

広島電鉄 35.1 

●錦川鉄道 32.7 

●若桜鉄道 19.2 

水島臨海鉄道 10.4 

岡山電気軌道 4.7 

四
国
運
輸
局

●土佐くろしお鉄道 109.3 

高松琴平電気鉄道 60.0 

伊予鉄道 43.5 

土佐電気鉄道 25.3 

●阿佐海岸鉄道 8.5 

九
州
運
輸
局

● 116.9 

●松浦鉄道 93.8 

●平成筑豊鉄道 49.2 

島原鉄道 43.2 

●くま川鉄道 24.8

●南阿蘇鉄道 17.7 

筑豊電気鉄道 16.0 

●甘木鉄道 13.7 

熊本電気鉄道 13.1 

長崎電気軌道 11.5 

肥薩おれんじ鉄道
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近年廃止された鉄軌道路線 ①

○ 平成１２年度以降、全国で３２路線・ ６３２．５㎞の鉄軌道が廃止された。

【平成１２年度以降の全国廃止路線一覧】

【平成１２年度以降の全国廃止路線長の推移】

■廃止届が提出されている鉄道路線

平成２１年４月１日現在

20.10.23 石川線 北陸鉄道 鶴来～加賀一の宮 2.1 21.11.1

届出日 路線名 事業者名 区間
営業
キロ

営業廃止
予定年月日

（年度）

（キロ）

北九州線 西日本鉄道 黒崎駅前～折尾 5.0 12.11.26

七尾線 のと鉄道 穴水～輪島 20.4 13.4.1

大畑線 下北交通 下北～大畑 18.0 13.4.1

揖斐線 名古屋鉄道 黒野～本揖斐 5.6 13.10.1

谷汲線 〃 黒野～谷汲 11.2 13.10.1

八百津線 〃 明智～八百津 7.3 13.10.1

竹鼻線 〃 江吉良～大須 6.7 13.10.1

河東線 長野電鉄 信州中野～木島 12.9 14.4.1

和歌山港線 南海電気鉄道 和歌山港～水軒 2.6 14.5.26

永平寺線 京福電気鉄道 東古市～永平寺 6.2 14.10.21

南部縦貫鉄道線 南部縦貫鉄道 野辺地～七戸 20.9 14.8.1

有田鉄道線 有田鉄道 藤並～金屋口 5.6 15.1.1

可部線 ＪＲ西日本 可部～三段峡 46.2 15.12.1

三河線 名古屋鉄道 碧南～吉良吉田 16.4 16.4.1

〃 〃 猿投～西中金 8.6 16.4.1

揖斐線 〃 忠節～黒野 12.7 17.4.1

岐阜市内線 〃 岐阜駅前～忠節 3.7 17.4.1

美濃町線 〃 徹明町～関 18.8 17.4.1

田神線 〃 田上～競輪場前 1.4 17.4.1

日立電鉄線 日立電鉄 常北太田～鮎川 18.1 17.4.1

能登線 のと鉄道 穴水～蛸島 61.0 17.4.1

ふるさと銀河線 池田～北見 140.0 18.4.21

桃花台線 桃花台新交通 小牧～桃花台東 7.4 18.10.1

神岡線 神岡鉄道 19.9 18.12.1

くりはら田園鉄道線 くりはら田園鉄道 25.7 19.4.1

鹿島鉄道線 鹿島鉄道 石岡～鉾田 27.2 19.4.1

宮地岳線 西日本鉄道 西鉄新宮～津屋崎 9.9 19.4.1

高千穂線 高千穂鉄道 延岡～槇峯 29.1 19.9.6

島原鉄道線 島原鉄道 島原外港～加津佐 35.3 20.4.1

三木線 三木鉄道 三木～厄神 6.6 20.4.1

名古屋鉄道 犬山遊園～動物園 1.2 20.12.27

高千穂線 高千穂鉄道 槇 峯～高千穂 20.9 20.12.28
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年度 路線名 事業者名 区間
営業
キロ

営業廃止
年月日

路線名年度 事業者名 区間
営業
キロ

営業廃止
年月日

北海道ちほく高原鉄道

猪谷～奥飛騨温泉口

石越～細倉マインパーク前

モンキーパークモノレール線



北海道ちほく高原鉄道
（平成18年4月）

下北交通
（平成13年4月）

南部縦貫鉄道
（平成14年8月）

くりはら田園鉄道
（平成19年4月）

日立電鉄
（平成17年4月）

鹿島鉄道
（平成19年4月）

神岡鉄道
（平成18年12月）

京福電気鉄道
永平寺線（平成14年10月）

ＪＲ西日本可部線一部
（平成15年１2月）

西日本鉄道宮地岳線一部
（平成19年4月）

高千穂鉄道（平成20年12月）
※一部は平成19年9月で廃止済

名古屋鉄道
竹鼻線・八百津線・揖斐線一部・

谷汲線（平成13年10月）
三河線一部（平成16年4月）

揖斐線（平成17年4月）

南海電気鉄道
和歌山港線（一部）

（平成14年5月）

鉄道

（注）鉄道の廃止予定路線については、国土交通省に鉄道事業の廃止を届け出て、現在まで後継事業者が確定していない路線を記載している。
なお、廃止予定年月は鉄道事業廃止届出に記載されている年月を記載している。

島原鉄道一部
（平成20年4月）

三木鉄道
（平成20年4月）

名古屋鉄道
岐阜市内線・美濃町線・田神線

（平成17年4月）

名古屋鉄道
モンキーパーク・モノレール線

（平成20年12月）

有田鉄道
（平成15年1月）

桃花台新交通
（平成18年10月）

長野電鉄河東線（一部）
（平成14年4月）

のと鉄道
七尾線一部（平成13年4月）

能登線（平成17年4月）

北陸鉄道石川線（予定）
（平成21年11月）

軌道

廃止予定

西日本鉄道北九州線
（平成12年11月）

近年廃止された鉄軌道路線 ②



伊豆急行
豊橋鉄道
京福電気鉄道
水間鉄道
伊予鉄道

(三)しなの鉄道

江ノ島電鉄
箱根登山鉄道
遠州鉄道
広島電鉄

(三)愛知環状鉄道
(三)北越急行

松本電気鉄道
関東鉄道
岡山電気軌道

(三)伊勢鉄道
(三)智頭急行

弘南鉄道
小湊鉄道

福島交通
秩父鉄道
叡山電鉄
高松琴平電気鉄道
筑豊電気鉄道

長野電鉄
黒部峡谷鉄道
上信電鉄
富士急行
和歌山電鉄
水島臨海鉄道
土佐電気鉄道

(三)ＩＧＲいわて銀河鉄道
(三)鹿島臨海鉄道

富山地方鉄道
(三)阿武隈急行
(三)真岡鐵道
(三)甘木鉄道

日立電鉄(H17.4.1廃止)

大井川鐵道
(三)平成筑豊鉄道
(三)松浦鉄道
(三)南阿蘇鉄道

鹿島鉄道（H19.4.1廃止)

流鉄

北陸鉄道
(三)富山ライトレール

上田電鉄
近江鉄道
熊本電気鉄道

(三)青い森鉄道
(三)万葉線
(三)ひたちなか海浜鉄道
(三)土佐くろしお鉄道
(三)くま川鉄道

岳南鉄道
(三)北条鉄道
(三)肥薩おれんじ鉄道
(三)くりはら田園鉄道（H19.4.1廃止)

三岐鉄道
福井鉄道

十和田観光電鉄
島原鉄道

(三)えちぜん鉄道
(三)信楽高原鉄道

津軽鉄道
(三)三陸鉄道
(三)のと鉄道
(三)明知鉄道

上毛電気鉄道
銚子電気鉄道
一畑電車

東海交通事業
(三)由利高原鉄道
(三)山形鉄道
(三)会津鉄道
(三)野岩鉄道
(三)わたらせ渓谷鐵道
(三)天竜浜名湖鉄道

紀州鉄道
(三)秋田内陸縦貫鉄道
(三)いすみ鉄道
(三)下北交通(H13.4.1廃止）

有田鉄道(H15.1.1廃止)
(三)北海道ちほく高原鉄道

(H18.4.21廃止) 
(三)神岡鉄道(H18.12.1廃止)

(三)樽見鉄道
(三)長良川鉄道
(三)北近畿タンゴ鉄道
(三)若桜鉄道
(三)井原鉄道
(三)阿佐海岸鉄道

南部縦貫鉄道(H14.8.1廃止)
(三)三木鉄道(H20.4.1廃止)

(三)錦川鉄道
(三)高千穂鉄道(H20.12.28廃止)

０人／日キロ 1,000人／日キロ 2,000人／日キロ 4,000人／日キロ

50
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～凡例～

(三)三セク鉄道事業者

輸送密度と経常収支率によるグループ分け（平成２０年度実績）

鉄
（軌
）
道
事
業

経
常
収
支
率

輸送密度
8,000人／日キロ

伊豆箱根鉄道
神戸電鉄
長崎電気軌道

養老鉄道

赤字：廃止・休止鉄道事業者
（H12以降廃止・休止年度の前年度実績

阪堺電気軌道

(三)伊賀鉄道

静岡鉄道



0% 20% 40% 60% 80% 100%

地方鉄道合計(80社)

三セク(31社)

中小民鉄(49社)

Ｈ１９年度

地方鉄道における事業部門別営業収益の変化

鉄軌道28.6% 自動車27.2% その他44.2%

鉄軌道96.3%
自動車0.3%

その他3.4%

鉄軌道32.1% 自動車25.8% その他42.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地方鉄道合計(80社)

三セク(31社)

中小民鉄(49社)

Ｈ１年度

鉄軌道20.5% 自動車46.7% その他32.8%

鉄軌道97.8%

その他2.2%

鉄軌道22.6% 自動車45.4% その他32.0%

90,168百万円 72,407百万円 118,111百万円

13,956百万円
47百万円

484百万円
76,212百万円 72,360百万円 117,627百万円

100,449百万円 201,755百万円 141,860百万円

11,934百万円

274百万円
88,515百万円 201,755百万円 141,586百万円431,856百万円

12,208百万円

444,064百万円

266,198百万円

14,488百万円

280,686百万円

※平成元年度から平成１９年度の期間に廃止・開業等に伴う営業路線の変化がない事業者（８０社）で比較

平成１９年度

平成元年度



地方鉄道における事業部門別営業損益の変化

鉄軌道28.6% 自動車27.2% その他44.2%

鉄軌道96.3%

自動車0.3% その他3.4%

鉄軌道32.1% 自動車25.8% その他42.1%

鉄軌道20.5% 自動車46.7% その他32.8%

鉄軌道97.8%

その他2.2%

鉄軌道22.6% 自動車45.4% その他32.0%

鉄軌道事業 自動車事業 その他事業

-10,000 -5,000 0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000

地方鉄道合計(80社)

三セク(31社)

中小民鉄(49社)

-10,000 -5,000 0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000

地方鉄道合計(80社)

三セク(31社)

中小民鉄(49社)

鉄軌道+2,578

単位：百万円

自動車▲6,952

その他▲30
鉄軌道▲1,164

その他+21,762

単位：百万円

自動車▲6,952

鉄軌道+1,415

その他+21,732

※平成元年度から平成１９年度の期間に廃止・開業等に伴う営業路線の変化がない事業者（８０社）で比較

自動車事業は不採算路線の廃止等により収支改善されたが、鉄道事業は路線廃止→廃業となるため、赤字経営のまま他事業に
支えられ存続している。

全事業+17,389

全事業▲1,194

全事業+16,195

その他+12,620

鉄軌道+1,954 自動車+483

全事業+15,057
鉄軌道▲3,038

自動車+1、その他+57

全事業▲2,979

その他+12,677

自動車+483

鉄軌道▲1,083

全事業+12,078

平成元年度

平成１９年度
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の
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組

ソ
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面
の
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備

ハ

ー

ド

整

備

・補助率：１／４
・鉄軌道事業者（公営を含む）

を対象
・ＬＲＴ整備計画に基づく施設

整備への支援

H22要求額：2億円

地 域 鉄 道 に 対 す る 包 括 的 な 支援

活 性 化 ・ 利 便 性 向 上 輸 送 維 持 ・ 安 全 対 策

地 域 公 共 交 通 総 合 連 携 計 画地 域 公 共 交 通 総 合 連 携 計 画 総合安全対策計画総合安全対策計画

小
規
模

ＬＲＴシステム整備
事業費補助

地域公共交通活性化・再生総合事業費補助

鉄道軌道輸送高度化事業費補助

幹線鉄道等活性化事業費補助

鉄道施設総合安全対策
事業費補助（老朽化）

２２年度要求額
８３億円の内数

≪補助対象≫
ＬＲＶ、制振レール、停留施設、
車庫など

H22要求額：40億円の内数（総合政策局計上）

・補助率：１／２、１／３（政令市） ・法定協議会を対象
・総合連携計画に基づく地域の創意工夫を活かした取組支援

≪鉄道関係の補助対象≫
計画策定調査費、ｲﾍﾞﾝﾄ列車運行、ＩＣｶｰﾄﾞｼｽﾃﾑ、増便等
実証運行、ＬＲＶ、停留施設、ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾗｲﾄﾞ、情報提供、
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動経費 など

・補助率：１／３ ・法定協議会又は第三セクターを対象

・総合連携計画に基づく鉄道利用者の利便性向上を図る
ための施設の整備支援

≪補助対象≫
・駅・路線の再配置
・行き違い設備
・変電所
・ホーム
・相互直通化施設

など

（コミュニティ・レール）

・補助率：１／３ （一律）

・経営が厳しい中小鉄軌道事業者を対象
・保安度の向上又は輸送の継続に資する既存施設の改良・更新へ

の支援
※鉄道事業再構築事業については、再構築実施計画の大臣認定

が必要

H22要求額：8億円の内数

H22要求額：22億円

H22要求額：11億円の内数

・補助率：１／３
・第三セクターを対象
・大規模なトンネル、

橋りょう等の改修
支援

≪補助対象≫
・軌道改良
・落石等防止設備
・電気・保安設備
・ＡＴＳ
・車両の更新
・運転士異常時列車停止装置

など

BOKUMOBOKUMO

ＩＣカードシステム ＬＲＶ

新駅設置 行き違い設備

車両の更新軌道改良

法面固定

大
規
模

パークアンドライドイベント経費

ＡＴＳＬＲＶ 制振レール

相互直通化

Ａ鉄道Ａ鉄道

渡り線（白）のほか、信号通信設備、
電路設備の整備により、相互直通化

Ｂ鉄道Ｂ鉄道



鉄道軌道輸送高度化事業費補助金の概要

③ 鉄道事業再構築事業

補 助 目 的
地域鉄道事業者が行う保安度の向上又は輸送の継続に資する設備整備に対して支援を行う

ことにより、輸送の高度化を図る。

① 計画安全事業

補 助 対 象 事 業

② 輸送継続支援事業

・公有民営等の鉄道事業再構築に必要な設備の整備、コンサルティングに係る委託経費

・第三者評価機関が行う客観的評価を踏まえて
作成した総合安全対策計画の地方運輸局提出

・地域と連携して作成した、総合連携計画に基づく
実施計画を地方運輸局に提出

・輸送を継続していく上で必要な設備の整備・保安度の向上に資する設備の整備

・「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」に基づく、国土交通大臣による「鉄道事業再構築実施
計画」の認定

≪補助対象設備≫
軌道改良、落石等防止設備、
電気・信号保安設備、ＡＴＳ設置、
運転士異常時列車停止装置、
車両の更新 など既存施設の
改良・更新又は新設

※再生計画事業は２０年度で廃止。既存案件については経過措置で対応。

車両の更新 軌道改良 法面固定 ＡＴＳ

○ 補助率は一律１／３

予 算 額 の 推 移

（要求）年 度 １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２
2,223当初予算額 2,701 2,512 2,618 2,401 2,448 2,223(百万円)
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再生計画事業

鉄道事業再構築事業

通常安全事業

計画安全事業

経過措置あり
（再生計画策定より５年間）

鉄道事業再構築事業

輸送継続支援事業

計画安全事業

・再生計画の運輸局承認
・補助率 1/5 or 1/3

・採択要件は特になし
・補助率 1/5 or 1/3

・総合安全対策計画の運輸局提出
（第三者評価が必要）

・補助率 1/3

・再構築事業計画の大臣認定
・補助率 1/3

・再構築事業計画の大臣認定
・補助率 1/3

・20年度末までに「再生計画」策定、運輸局承認が条件。
・補助率 1/5 or 1/3

・当該鉄道の活性化の取組が記載された「総合連携計画」の策定が条件
・「輸送継続実施計画」の運輸局提出

・補助率1/3

地域公共交通活性化・再生
総合事業費補助金

地域公共交通活性化・再生
総合事業費補助金

幹線鉄道等活性化事業費
補助（コミュニティ・レール）

・第三者評価を踏まえた「総合安全対策計画」の策定が条件（運輸局提出）
・補助率1/3

２ ０ 年 度 ま で ２ １ 年 度 以 降

２０年度→２１年度への輸送高度化補助移行イメージ

【輸送高度化補助より移管された設備】
ＩＣカードシステム、パークアンドライド駐車場・駐輪場、
待合い設備（ラッチ外）、上屋（ラッチ外）、車両の増備

【輸送高度化補助より移管された設備】
行き違い設備、部分的複線化、新駅設置、ホーム（新設）

新設



区 分 工 事 内 容

(1) 信号保安設備

列車集中制御装置（ＣＴＣ）、プログラム運行制御装置（ＰＴＣ）、総合列車運行管理装置（ＴＴＣ）、自動進路制
御装置（ＰＲＣ）、自動列車停止装置（ＡＴＳ）、自動列車制御装置（ＡＴＣ）、自動列車運転装置（ＡＴＯ）、
自動閉そく装置、連動装置、踏切及び駅の集中監視装置、踏切保安設備＜改良・更新＞、運転士異常
時列車停止装置、運転状況記録装置

(2) 保安通信設備
列車無線設備、通信線のケーブル化、落石等警報装置（土砂崩壊警報設備、橋梁ずい道等の変状検知装置、

法面崩壊検知装置、倒木警報装置）

(3) 防護設備
落石等防護設備（防護柵、防護網、防護覆、防護壁、土留め、法面固定、線路側溝）、防風設備（風速計、防

風板等）、雨量計、地震計

(4) 停車場設備（ラッチ内
設備に限る。）

ホーム＜改良・更新＞、駅階段、駅構内通路、上屋、待合室、駅舎、出改札設備（ＩＣカードシステムは対象
外）、駅照明装置、乗車案内用表示装置、放送案内装置、誘導ブロック＜新設＞

(5) 線路設備
レールの重軌条化、マクラギのＰＣ化、分岐器の重軌条化、軌道道床硬質構造化、ポイント融雪設備、曲線

修正、橋りょう＜改良＞、トンネル＜改良＞

(6) 電路設備 コンクリート柱化、き電線＜改良＞、電車線＜改良＞、吊架線＜改良＞、避雷用電線＜新設＞

(7) 変電所設備 変成機器＜改良・更新＞、遮断装置＜改良・更新＞

(8) 車両設備
車両＜改良（不燃化・冷暖房化・ＡＴＳ装置等）・更新（不燃化・冷暖房化・ＡＴＳ装置等を備えた車両への更新

を含む。）＞、制動装置

(9)その他当該路線の事情

に応じ輸送の継続のた
めに必要な設備又は保
安度の向上に資する設
備

ワンマンカー設備、乗降監視装置（モニターテレビ）、除雪用車両、構造物検査車、現業区の統廃合施設

鉄道軌道輸送高度化事業費補助金の対象設備（平成２１年度～）

※運用方針 別表



２２年度要求額：４０億円
（２１年度：４４億円）

◇ 鉄道、バス・乗合タクシー、旅客船等の実証運行（航）
・ 鉄道の増便・ダイヤ変更等の実証運行
・ コミュニティバス・乗合タクシーの導入、路線バス活性化の実証運行
・ 空港アクセス改善（空港アクセスバスの実証運行等）
・ 旅客船の航路再編・増便・ダイヤ変更等の実証運航 等

◇ 車両関連施設整備等
・ バス車両購入費、車両・船舶関連施設整備、バス停等待合環境整備、

デマンドシステムの導入、ＬＲＶ（低床式軌道車両）の導入 等

◇ スクールバス、福祉バス等の活用
◇ 乗継円滑化等

・ 乗継情報等の情報提供、ＩＣカード導入、Ｐ＆Ｒ・Ｃ＆Ｒの推進 等

◇ 公共交通の利用促進活動等
・ レンタサイクル、イベント、広報、乗継割引運賃・周遊切符等の

システム設計 等

◇ 新地域旅客運送事業の導入円滑化
◇ その他地域の創意工夫による事業

地域公共交通活性化・再生総合事業地域公共交通活性化・再生総合事業

（例） 地域公共交通活性化・再生総合事業計画 （３年）

地域公共交通活性化・再生法の目的を達成するため、同法を活用し、地域の多様なニーズに応えるために、鉄道、コミュニティバス・乗合
タクシー、旅客船等の多様な事業に取り組む地域の協議会に対し、パッケージで一括支援することにより、地域の創意工夫ある自主的な
取組みを促進する。

＜制度の特徴＞
【計画的取組の実現】

・計画に対する補助で、計画的な事業実施が可能

【協議会の裁量確保】
・事業をパッケージで一括支援
・メニュー間、年度間における柔軟な事業の実施

【地域の実情に応じた支援の実現】
・地域の実情に応じた協調負担の実現

【事業評価の徹底】
・成果を事後評価し、効率的・効果的な事業実施を確保

＜補助率等＞

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律 （平成１９年１０月１日施行）

・ 協議会の参加要請応諾義務
・ 計画策定時のパブリックコメント実施
・ 計画作成等の提案制度
・ 協議会参加者の協議結果の尊重義務

地域公共交通の活性化及び再生を総合的かつ一体的に推進するための計画

策定

市町村 公共交通事業者 地元企業 住民

商店街の人々 ＮＰＯ等住民団体 等学校・病院等

取組支援

＜制度の特徴＞

法定協議会

地域公共交通総合連携計画（法定計画）

うち協議会が取り組む事業

地域公共交通活性化・再生総合事業による支援

策定支援
①「地域公共交通総合連携計画」

（法定計画）策定経費 定額

②総合事業計画に定める事業に
要する経費

・実証運行（航） １／２
・実証運行（航）以外の事業 １／２ ※

※政令市が設置する協議会の取り組む
事業 １／３



駅舎の新築・改築・改装

駅前駐車場・駐輪場の整備

車両のリース・購入・改装

ダイヤ、運賃の改正 イベントの開催

ITの活用 情報提供の充実
ボランティア活動
に対する支援

○○鉄道は
ダイヤを改正
します。

ダイヤ改正で
便利に！

従来より
１００円も
お得に！

運賃改定！
○○鉄道は

ダイヤを改正
します。

ダイヤ改正で
便利に！
○○鉄道は

ダイヤを改正
します。

ダイヤ改正で
便利に！

従来より
１００円も
お得に！

運賃改定！
従来より

１００円も
お得に！

運賃改定！

ご利用案内

座席予約

××鉄道HP

IC CARD

ご利用案内

座席予約

××鉄道HP
ご利用案内

座席予約

××鉄道HP

IC CARD

観光・交通

総合情報サービス機

運行状況・グルメ情報・観光情
報

市内観光・交通総合案内端末「ぐるっとな
び」

観光・交通

総合情報サービス機

運行状況・グルメ情報・観光情
報

市内観光・交通総合案内端末「ぐるっとな
び」

運行状況・グルメ情報・観光情
報

市内観光・交通総合案内端末「ぐるっとな
び」

計画策定支援について

総合連携計画

地域公共交通活性化・再生総合事業 鉄道への活用事例



仙台市 <仙台まるごとパス>
（ＪＲ東日本、仙台空港鉄道、
仙台市交）

仙台市仙台市 <<仙台まるごとパス仙台まるごとパス>>
（ＪＲ東日本、仙台空港鉄道、（ＪＲ東日本、仙台空港鉄道、
仙台市交）仙台市交）

宮古市・岩泉町・田野畑町
普代村・野田村・久慈市
大船渡市・釜石市・洋野町
山田町・大槌町・陸前高田市
（三陸鉄道（岩手））

宮古市・岩泉町・田野畑町宮古市・岩泉町・田野畑町
普代村・野田村・久慈市普代村・野田村・久慈市
大船渡市・釜石市・洋野町大船渡市・釜石市・洋野町
山田町・大槌町・陸前高田市山田町・大槌町・陸前高田市
（三陸鉄道（岩手））（三陸鉄道（岩手））

常総市・下妻市・取手市
守谷市・坂東市・筑西市
つくばみらい市
八千代町 （関東鉄道（茨城））

常総市・下妻市・取手市常総市・下妻市・取手市
守谷市・坂東市・筑西市守谷市・坂東市・筑西市
つくばみらい市つくばみらい市
八千代町八千代町 （関東鉄道（茨城））（関東鉄道（茨城））

ひたちなか市
（ひたちなか海浜鉄道（茨城））

ひたちなか市ひたちなか市
（ひたちなか海浜鉄道（茨城））（ひたちなか海浜鉄道（茨城））

上田市
（上田電鉄（長野））

上田市上田市
（上田電鉄（長野））（上田電鉄（長野））

千曲市
（しなの鉄道（長野））

千曲市千曲市
（しなの鉄道（長野））（しなの鉄道（長野））

掛川市・森町
袋井市・磐田市
浜松市・湖西市
（天竜浜名湖鉄道（静岡））
※調査：１次、計画：３次

掛川市・森町掛川市・森町
袋井市・磐田市袋井市・磐田市
浜松市・湖西市浜松市・湖西市
（天竜浜名湖鉄道（静岡））（天竜浜名湖鉄道（静岡））
※調査：１次、計画：３次

恵那市・中津川市
（明知鉄道（岐阜））

恵那市・中津川市恵那市・中津川市
（明知鉄道（岐阜））（明知鉄道（岐阜））

田原市
（豊橋鉄道（愛知））

田原市田原市
（豊橋鉄道（愛知））（豊橋鉄道（愛知））

和歌山市・紀の川市
（和歌山電鐵）
※調査：１次、計画：３次

和歌山市・紀の川市和歌山市・紀の川市
（和歌山電鐵）（和歌山電鐵）
※調査：１次、計画：３次

宮津市・京丹後市
伊根町・与謝野町
（北近畿タンゴ鉄道（京都））
※計画：１次、調査：２次

宮津市・京丹後市宮津市・京丹後市
伊根町・与謝野町伊根町・与謝野町
（北近畿タンゴ鉄道（京都））（北近畿タンゴ鉄道（京都））
※計画：１次、調査：２次広島市・廿日市市

（広島電鉄、アストラムライン）

広島市・廿日市市広島市・廿日市市
（広島電鉄、アストラムライン）

広島市 （ＪＲ西日本可部線）広島市広島市 （ＪＲ西日本可部線）（ＪＲ西日本可部線）

田川市・行橋市・直方市
小竹町・福智町・糸田町
香春町・赤村・みやこ町
（平成筑豊鉄道（福岡））

田川市・行橋市・直方市田川市・行橋市・直方市
小竹町・福智町・糸田町小竹町・福智町・糸田町
香春町・赤村・みやこ町香春町・赤村・みやこ町
（平成筑豊鉄道（福岡））（平成筑豊鉄道（福岡））

佐世保市・平戸市
伊万里市・松浦市
有田町・江迎町
鹿町町・佐々町
（松浦鉄道（長崎・佐賀））

佐世保市・平戸市佐世保市・平戸市
伊万里市・松浦市伊万里市・松浦市
有田町・江迎町有田町・江迎町
鹿町町・佐々町鹿町町・佐々町
（松浦鉄道（長崎・佐賀））（松浦鉄道（長崎・佐賀））

八代市・水俣市・
芦北氏・津奈木町
薩摩川内市・
出水市・阿久根市
（肥薩おれんじ鉄道
（熊本・鹿児島））

八代市・水俣市・八代市・水俣市・
芦北氏・津奈木町芦北氏・津奈木町
薩摩川内市・薩摩川内市・
出水市・阿久根市出水市・阿久根市
（肥薩おれんじ鉄道（肥薩おれんじ鉄道
（熊本・鹿児島））（熊本・鹿児島））

東北

大多喜町・いすみ市
（いすみ鉄道（千葉））

大多喜町・いすみ市大多喜町・いすみ市
（いすみ鉄道（千葉））（いすみ鉄道（千葉））

八千代市・船橋市
（東葉高速鉄道（千葉））

八千代市・船橋市八千代市・船橋市
（東葉高速鉄道（千葉））（東葉高速鉄道（千葉））

宿毛市・土佐清水市
四万十市・大月町
黒潮町・四万十町
三原村
（土佐くろしお鉄道（高知））

宿毛市・土佐清水市宿毛市・土佐清水市
四万十市・大月町四万十市・大月町
黒潮町・四万十町黒潮町・四万十町
三原村三原村
（土佐くろしお鉄道（高知））（土佐くろしお鉄道（高知））

関東中部

四国

九州

中国

近畿
北陸信越

地域公共交通活性化・再生総合事業（２０年度・鉄道分）認定一覧

調査事業調査事業

計画事業計画事業

調査事業＋計画事業調査事業＋計画事業

【【凡例凡例】】

伊賀市
（伊賀鉄道（三重））

伊賀市伊賀市
（伊賀鉄道（三重））（伊賀鉄道（三重））

北秋田市・仙北市
（秋田内陸縦貫鉄道（秋田））

北秋田市・仙北市北秋田市・仙北市
（秋田内陸縦貫鉄道（秋田））（秋田内陸縦貫鉄道（秋田））

越前市・鯖江市・福井市
（福井鉄道）

越前市・鯖江市・福井市越前市・鯖江市・福井市
（福井鉄道）（福井鉄道）

舞鶴市（北近畿タンゴ鉄道、
ＪＲ東日本（京都））

舞鶴市舞鶴市（北近畿タンゴ鉄道、
ＪＲ東日本（京都））



活性化・再生総合事業（２１年度・鉄道分）認定一覧① ＜北海道・東北・北陸信越＞

弟子屈町（ＪＲ北海道）弟子屈町弟子屈町（ＪＲ北海道）（ＪＲ北海道）

北海道

千曲市（しなの鉄道）千曲市千曲市（しなの鉄道）（しなの鉄道）

長野市・上田市・小諸市・
佐久市・東御市・千曲市・
坂城町・軽井沢町・御代
田町 （しなの鉄道）

長野市・上田市・小諸市・長野市・上田市・小諸市・
佐久市・東御市・千曲市・佐久市・東御市・千曲市・
坂城町・軽井沢町・御代坂城町・軽井沢町・御代
田町田町 （しなの鉄道）（しなの鉄道）

仙台市

（ＪＲ東日本、仙台空港鉄
道、仙台市交交通局）

仙台市仙台市

（ＪＲ東日本、仙台空港鉄（ＪＲ東日本、仙台空港鉄
道、仙台市交交通局）道、仙台市交交通局）

北秋田市・仙北市
（秋田内陸縦貫鉄道）

北秋田市・仙北市北秋田市・仙北市
（秋田内陸縦貫鉄道）（秋田内陸縦貫鉄道）

宮古市・久慈市・野田村・
普代村・田野畑村・岩泉
町・釜石市・大船渡市・洋
野町・山田町・大槌町・陸
前高田市 （三陸鉄道）

宮古市・久慈市・野田村・宮古市・久慈市・野田村・
普代村・田野畑村・岩泉普代村・田野畑村・岩泉
町・釜石市・大船渡市・洋町・釜石市・大船渡市・洋
野町・山田町・大槌町・陸野町・山田町・大槌町・陸
前高田市前高田市 （三陸鉄道）（三陸鉄道）

由利本庄市
（由利高原鉄道）

由利本庄市由利本庄市
（由利高原鉄道）（由利高原鉄道）

仙台市・名取市
（仙台空港鉄道）

仙台市・名取市仙台市・名取市
（仙台空港鉄道）（仙台空港鉄道）

盛岡市、二戸市、岩手町、
一戸町、滝沢村、八幡平市
（ＩＧＲいわて銀河鉄道）

盛岡市、二戸市、岩手町、盛岡市、二戸市、岩手町、
一戸町、滝沢村、八幡平市一戸町、滝沢村、八幡平市
（ＩＧＲいわて銀河鉄道）（ＩＧＲいわて銀河鉄道）

会津若松市・南会津町・
下郷町
（会津鉄道）

会津若松市・南会津町・会津若松市・南会津町・
下郷町下郷町
（会津鉄道）（会津鉄道）

・・・計画事業（継続）

・・・調査事業

・・・計画事業（新規）

長野市・須坂市・千曲市
（長野電鉄）

長野市・須坂市・千曲市長野市・須坂市・千曲市
（長野電鉄）（長野電鉄）

富山市（富山地方鉄道・
富山ライトレール）

富山市富山市（富山地方鉄道・（富山地方鉄道・
富山ライトレール）富山ライトレール）

北陸信越

東 北

鶴岡市、酒田市、三川町
庄内町、遊佐町
（ＪＲ東日本羽越本線）

鶴岡市、酒田市、三川町鶴岡市、酒田市、三川町
庄内町、遊佐町庄内町、遊佐町
（ＪＲ東日本羽越本線）（ＪＲ東日本羽越本線）



活性化・再生総合事業（２１年度・鉄道分）認定一覧 ② ＜関東・中部・近畿＞

下妻市・常総市・取
手市・守谷市・坂東
市・筑西市・つくばみ
らい市・八千代市
（関東鉄道）

下妻市・常総市・取下妻市・常総市・取
手市・守谷市・坂東手市・守谷市・坂東
市・筑西市・つくばみ市・筑西市・つくばみ
らい市・八千代市らい市・八千代市
（関東鉄道）（関東鉄道）

八千代市・船橋市
（東葉高速鉄道）

八千代市・船橋市八千代市・船橋市
（東葉高速鉄道）（東葉高速鉄道）

いすみ市・大多喜町
（いすみ鉄道）

いすみ市・大多喜町いすみ市・大多喜町
（いすみ鉄道）（いすみ鉄道）

掛川市・森町・袋井
市・磐田市・湖西市
・浜松市
（天竜浜名湖鉄道）

掛川市・森町・袋井掛川市・森町・袋井
市・磐田市・湖西市市・磐田市・湖西市
・浜松市・浜松市
（天竜浜名湖鉄道）（天竜浜名湖鉄道）

恵那市・中津川市
（明知鉄道）

恵那市・中津川市恵那市・中津川市
（明知鉄道）（明知鉄道）

ひたちなか市ひたちなか市ひたちなか市

大野市
（ＪＲ西日本越美北線）

大野市大野市
（ＪＲ西日本越美北線）（ＪＲ西日本越美北線）

伊賀市
（伊賀鉄道）

伊賀市伊賀市
（伊賀鉄道）（伊賀鉄道）

田原市
（豊橋鉄道）

田原市田原市
（豊橋鉄道）（豊橋鉄道）

・・・計画事業（継続）

・・・調査事業

・・・計画事業（新規）

関 東

中 部 ②

福知山市・舞鶴市・
宮津市・京丹後市・
伊根町・与謝野町・
豊岡市
（北近畿タンゴ鉄道）

福知山市・舞鶴市・福知山市・舞鶴市・
宮津市・京丹後市・宮津市・京丹後市・
伊根町・与謝野町・伊根町・与謝野町・
豊岡市豊岡市
（北近畿タンゴ鉄道）（北近畿タンゴ鉄道）

和歌山市・紀ノ川市
（和歌山電鐵）

和歌山市・紀ノ川市和歌山市・紀ノ川市
（和歌山電鐵）（和歌山電鐵）

舞鶴市
（ＪＲ西日本・北近
畿タンゴ鉄道）

舞鶴市舞鶴市
（ＪＲ西日本・北近（ＪＲ西日本・北近
畿タンゴ鉄道）畿タンゴ鉄道）

加西市（北条鉄道）加西市加西市（北条鉄道）（北条鉄道）

吹田市
（ＪＲ西日本東海道
線・阪急電鉄・北大
阪急行電鉄・大阪
高速鉄道）

吹田市吹田市
（ＪＲ西日本東海道（ＪＲ西日本東海道
線・阪急電鉄・北大線・阪急電鉄・北大
阪急行電鉄・大阪阪急行電鉄・大阪
高速鉄道）高速鉄道）

中 部 ①

（ひたちなか海浜鉄道）（ひたちなか海浜鉄道）

佐用町
（ＪＲ西日本姫新線）

佐用町佐用町
（ＪＲ西日本姫新線）（ＪＲ西日本姫新線）

近 畿 ①

甲賀市
（信楽高原鐵道）

甲賀市甲賀市
（信楽高原鐵道）（信楽高原鐵道）

近 畿 ②

草津市
（ＪＲ西日本草津線）

草津市草津市
（ＪＲ西日本草津線）（ＪＲ西日本草津線）



活性化・再生総合事業（２１年度・鉄道分）認定一覧③ ＜中国・四国・九州＞

・・・計画事業（継続）

・・・調査事業

・・・計画事業（新規）

広島市・廿日市市
（広島電鉄・広島高速
交通・広島観光開発）

広島市・廿日市市広島市・廿日市市
（広島電鉄・広島高速（広島電鉄・広島高速
交通・広島観光開発）交通・広島観光開発）

若桜町・八頭町
（若桜鉄道）

若桜町・八頭町若桜町・八頭町
（若桜鉄道）（若桜鉄道）

岩国市
（錦川鉄道）

岩国市岩国市
（錦川鉄道）（錦川鉄道）

倉敷市
（水島臨海鉄道）

倉敷市倉敷市
（水島臨海鉄道）（水島臨海鉄道）

四万十市・宿毛市・
土佐清水市・四万十町・
黒潮町・大月町・三原村
（土佐くろしお鉄道）

四万十市・宿毛市・四万十市・宿毛市・
土佐清水市・四万十町・土佐清水市・四万十町・
黒潮町・大月町・三原村黒潮町・大月町・三原村
（土佐くろしお鉄道）（土佐くろしお鉄道）

美波町・牟岐町・海陽町・
東洋町（阿佐海岸鉄道・
ＪＲ四国牟岐線）

美波町・牟岐町・海陽町・美波町・牟岐町・海陽町・
東洋町東洋町（阿佐海岸鉄道・（阿佐海岸鉄道・
ＪＲ四国牟岐線）ＪＲ四国牟岐線）

田川市・直方市・行橋市・
香春町・糸田町・福智町・
赤村・小竹町・みやこ町
（平成筑豊鉄道）

田川市・直方市・行橋市・田川市・直方市・行橋市・
香春町・糸田町・福智町・香春町・糸田町・福智町・
赤村・小竹町・みやこ町赤村・小竹町・みやこ町
（平成筑豊鉄道）（平成筑豊鉄道）

八代市・水俣市・芦北町・
津奈木町・薩摩川内市・
出水市・阿久根市
（肥薩おれんじ鉄道）

八代市・水俣市・芦北町・八代市・水俣市・芦北町・
津奈木町・薩摩川内市・津奈木町・薩摩川内市・
出水市・阿久根市出水市・阿久根市
（肥薩おれんじ鉄道）（肥薩おれんじ鉄道）

中 国

四 国

九 州

北九州市
（門司レトロ観光列車）

北九州市北九州市
（門司レトロ観光列車）（門司レトロ観光列車）

佐世保市・伊万里市・
平戸市・松浦市・有田町・
江迎町・鹿町町・佐々町
（松浦鉄道）

佐世保市・伊万里市・佐世保市・伊万里市・
平戸市・松浦市・有田町・平戸市・松浦市・有田町・
江迎町・鹿町町・佐々町江迎町・鹿町町・佐々町
（松浦鉄道）（松浦鉄道）

島原市・雲仙市・諫早市
（島原鉄道）

島原市・雲仙市・諫早市島原市・雲仙市・諫早市
（島原鉄道）（島原鉄道）

人吉市・錦町・あさぎり町
多良木町・湯前町
相良村 （くま川鉄道）

人吉市・錦町・あさぎり町人吉市・錦町・あさぎり町
多良木町・湯前町多良木町・湯前町
相良村相良村 （くま川鉄道）（くま川鉄道）

出雲市・松江市
（一畑電車）

出雲市・松江市出雲市・松江市
（一畑電車）（一畑電車）



［コミュニティ・レール化とは］

潜在的な鉄道利用ニーズが大きい地方都市やその近郊の路線等について、総合連携計画に基づきハード・ソフト一体で大幅な
利便性向上等を図る。

［取組例］
・運行本数を増発し、「毎時何分と何分に発車」といった便利で覚えやすいダイヤとする
・駅の新設や再配置により、沿線利用者が徒歩でアクセスしやすい駅を増やす 等

［コミュニティ・レール化とは］

潜在的な鉄道利用ニーズが大きい地方都市やその近郊の路線等について、総合連携計画に基づきハード・ソフト一体で大幅な
利便性向上等を図る。

［取組例］
・運行本数を増発し、「毎時何分と何分に発車」といった便利で覚えやすいダイヤとする
・駅の新設や再配置により、沿線利用者が徒歩でアクセスしやすい駅を増やす 等

コミュニティ・レール

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・レ
ー
ル
化

駅

商

店

街

駅

駅

駅

従来の鉄道
駅

１時間に１本等の
低頻度運行

商

店

街

新駅

改良駅

加減速性能の高い架線レス車両等の
導入による速達性・快適性の確保

新駅

新駅

・フィーダーバスとの接続
・パーク＆ライド

駅

利用者ニーズに即した
路線変更・延伸

・行違施設の増設等に
よる運行本数増加

・利用者が覚えやすい
ダイヤ設定

行違駅

設備面の制約のため
使い勝手の悪い鉄道

ハード・ソフト一体の取組みにより
使いやすいコミュニティ・レールに

行違駅

行違駅

Ｈ２１年度 新規施策

コミュニティ・レール化の支援（幹線鉄道等活性化事業費補助） ①



地域公共交通総合連携計画
（法定協議会において策定）

（ＪＲ・大手・中小・公営の区別無）

ソフト支援施策

地域公共交通活性化・再生総合事業費補助

総合連携計画策定調査費、ＬＲＶ、
車両増備、イベント列車の運行、運
行情報提供システム、 ＩＣカードシ
ステム、増便等の実証運行、パーク
＆ライド、駅舎改築、地域サポー
ターによるボランティア活動等の地
域の創意工夫に基づく取組

【補助対象】 地域の法定協議会を対象

・総合連携計画の策定に必要な調査費や、同計画に
基づく地域の創意工夫を活かした取組を支援。

ハード整備支援

幹線鉄道等活性化事業費補助
（総合連携計画事業）

輸送ニーズに対応した駅・路線の再配置、ダイヤ
改正・増便等に必要な施設の整備

【補助対象】 地域の法定協議会又は第３セクターを対象

・総合連携計画に基づく鉄軌道利用者の利便性向上
等を図るための施設の整備を支援。

新規

ICｶｰﾄﾞｼｽﾃﾑの導入 行き違い設備新設

（補助率： 国１／２、１／３） （補助率： 国１／３、地方公共団体１／３）

BOKUMOBOKUMO

【ポイント】 ・協調補助不要

・繰越不可

【ポイント】 ・協調補助必要 ・用地取得費も対象

・繰越可

・施設完成後、事業者等の施設管理者へ移管

・Ｂ／Ｃ算出による事業評価が必要

コミュニティ・レール化の支援（幹線鉄道等活性化事業費補助） ②



まちづくりと連携したＬＲＴの導入促進による環境にやさしく利用者本位の都市交通体系の構築

○ＬＲＴに対する高まる期待

・移動のバリアフリー化
・交通環境負荷の軽減
・交通転換による交通円滑化
・公共交通ネットワークの充実
・中心市街地の活性化

→欧米ではこれまで70以上の都市で復活・導入進む

36

94

188

ＬＲＴ

乗合バス

マイカー

輸送人キロあたりのＣO2排出量（ｇ）

●日本で整備が進まない要因
・導入空間の制約
・関係主体間の合意形成
・コスト負担大 （初期投資＋維持管理）

富山ライトレール(H18.4.29開業)

ＬＲＴプロジェクトＬＲＴプロジェクト
鉄道局、都市・地域整備局、道路局の連携のもと

ＬＲＴの整備に対して総合的に支援
（→省庁統合の成果）

計画について一体的・総合的に支援

合意形成と計画策定

LRTプロジェクト推進協議会の設置

事業者 自治体 有識者・ＮＰＯ

国（運輸局、整備局）、公安委員会

◇人と環境にやさしい都市基盤施設と都市交通体系の構築

◇利用しやすく高質な公共交通ネットワークの整備

◇生き生きとした魅力ある都市の再生

◇人と環境にやさしい都市基盤施設と都市交通体系の構築

◇利用しやすく高質な公共交通ネットワークの整備

◇生き生きとした魅力ある都市の再生

計画について一体的・総合的に支援

ＬＲＴ総合整備事業

（道路局、都市・地域整備局）

路面電車走行空間改築事業 都市交通システム整備事業

【補助対象者】地方公共団体等【補助対象者】道路管理者

ＬＲＴシステム整備費補助

【補助対象者】鉄軌道事業者、法定協議会

（鉄道局）

（都市・地域整備局）

LRTシステムの構築に不可欠な施設（低床式車両、停留施設、

制振レール、変電所、車庫、ＩＣカードシステム、相互直通化の
ための施設）の整備に対して補助

LRTの走行空間(走行路面、停留場等)の整備

に対して支援

総合的な都市交通の戦略に基づくLRTの施設
(車両を除く)の整備に対して包括的に支援

そこで

車イストランジットモール

しかしながら

そこで

地域公共交通活性化・再生総合事業費補助

ＬＲＴプロジェクト



低床式車両（ＬＲＶ）の導入 停留施設の整備 レールの制振性の向上 ＩＣカードシステムの導入

速達性に優れ、バリアフリーや環境にも優しい利用者本位の交通体系の構築を促進する観
点から、まちづくりと連携したＬＲＴシステムの整備を推進するため、低床式車両その他ＬＲＴシ
ステムの構築に不可欠な施設の整備に要した費用の一部を補助する。 【17年度創設】

１．補助対象事業者 鉄軌道事業者

２．補助対象施設 低床式車両(ＬＲＶ)、停留施設、レール(制振軌道)、変電所の増強、

車庫の増備、ＩＣカードシステム、相互直通化のための施設

３．補 助 率 国 ：１／４ 地方：国と同額以上

４．22年度要求額(国費) １．８６億円

※重点支援［21年度～］
地域公共交通活性化・再生法の総合連携計画に基づく低床式車両（ＬＲＶ）の導入等については、
新たに地域公共交通活性化・再生総合事業費補助等により、重点的に支援
（補助率１／４⇒１／２等）

ＬＲＴシステム整備費補助

ＬＲＴシステム整備の重点的な支援



ところで・・



＜事例説明＞

○ えちぜん鉄道の沿線地域は、約2年余りの期間に、「鉄道運行」→「運行停止」→「鉄道再開」という３つの状況を経験。（表-１、図-１）

○ 鉄道の運行停止後、鉄道利用者の３６％が代行バスを利用する一方、４２％が自動車運転・送迎に転じた。（図－２）
○ 鉄道の再開前には「ピーク時間帯にバスが満員で乗客が乗れない」、「交通量増加による渋滞で学生が遅刻」等の声が寄せられた。

○ 鉄道の運行再開後、代行バスからの転換（えちぜん鉄道による運行再開後の利用者の４８％）や、自動車運転・送迎からの
転換（同２３％）に加え、約９％の新規利用者が存在。（図－3）

えちぜん鉄道の経験 ①

出典：福井大学大学院工学研究科 川上教授による研究

（独）鉄道・運輸機構 地方鉄道の活性化に向けて～地域の議論のために～
を参考に鉄道局作成

１５％
その他へ８％代行バスへ

路線バスへ 自動車運転へ 自動車送迎へ

３６％

２７％

１４％

４２％

運行停止前の
京福電鉄利用者

図-２ 運行休止による交通手段の変化

京
福
電
鉄
運

行
期
間

Ｈ４年2月 京福電鉄より廃線・バス転換の申し入れ→存廃議論開始

Ｈ１２年１２月 電車正面衝突事故

Ｈ１３年６月 2度目の電車正面衝突事故→運行停止→代行バスに転換

代
行
バ
ス
運

行
期
間

Ｈ１３年７月 中部運輸局による「事業改善命令」

Ｈ１４年１月 第三セクターによる存続で合意

Ｈ１４年９月 えちぜん鉄道株式会社設立

え
ち
ぜ
ん
鉄

道
運
行
再
開

後Ｈ１５年７月 えちぜん鉄道運行開始 三国芦原線、勝山永平寺線一部開通

Ｈ１５年８月 三国芦原線開通

Ｈ１５年１０月 勝山永平寺線開通（全線開通）

表-１ えちぜん鉄道による再開までの経緯

代行バスより

路線バスより 自動車運転より 自動車送迎より

その他より

９％

１２％

４８％ えちぜん鉄道によ
る運行再開後の

利用者

図-３ 運行再開による交通手段の変化

１５％ ８％

８％

新規利用者

図-１ 京福電鉄運行時から現在までの１日あたり利用者数の推移
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2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H12 H14.8 H15.7 H15.8 H15.9 H15.10 H15.12 H16

H15.7.20
部分開通

H15.8.10
三国線開通

H15.10.20
勝山線開通

（人/日）

約6,300人

京福電鉄
運行時 えちぜん鉄道再開直後

２３％

H17 H18 H19

利便性向上、地域との連携等の施策を展開
⇒京福電鉄運行時以上に輸送人員増加！

H20

約8,300人

運行時
代行バス

約8,700人



○ 代行バスによる対応では、「ピーク時間帯にバスが満員で乗客が乗れない」、「交通量増加による渋滞で学生が遅刻」等の
ケースが続出し、１９％の人が外出機会を減少させる等の影響が発生した。

えちぜん鉄道の経験 ②

鉄道が休止され、バスによる代替輸送サービスが提供されたが、輸送力、定時性等が十分に確保されなかったため、住民の生
活に大きな影響が発生。

出典：福井大学大学院工学研究科 川上教授による研究 （独）鉄道・運輸機構 地方鉄道の活性化に向けて～地域の議論のために～ を参考に作成

【福井新聞（13.6.28）】【福井中日新聞（13.6.28）】

21%26%

72%

52%

19%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

運行休止による

外出機会の変化

運行再開による

外出機会の変化

増えた

変わらない 減った

代行バス運行開始後外出するようになった

鉄道再開後外出するようになった

減った
19%

えちぜん鉄道廃止の影響①
＜代行バスでの遅刻＞

えちぜん鉄道廃止の影響①えちぜん鉄道廃止の影響①
＜代行バスでの遅刻＞＜代行バスでの遅刻＞

えちぜん鉄道廃止の影響②
＜外出機会の変化＞

えちぜん鉄道廃止の影響②えちぜん鉄道廃止の影響②
＜外出機会の変化＞＜外出機会の変化＞



地域における鉄道輸送の維持の要否に係る評価・検討

地域における鉄道輸送の維持の要否に係る
評価・検討

比較考量

駅

利用者 鉄道事業者

輸送サービス
（利用者への便益）

運賃
○事業としてみた場合、

鉄道輸送は、事業者か
ら利用者に対する輸送
サービスの提供と、その
対価として支払われる
運賃の支払により成立

地域社会が、
次のような便
益を享受

鉄道事業 地域社会への便益

※鉄道による地域社会への便益とは・・・・・

等

維持に必要
な費用便益

移動制約者の足の確保移動制約者の足の確保

まちの誇らしさまちの誇らしさ

観光振興観光振興

道路混雑の緩和道路混雑の緩和

沿線の一体感沿線の一体感

商店街の活性化商店街の活性化

地域が求める鉄道輸送のサービス水準を踏ま
えつつ、鉄道がもたらす便益と維持費用等を総
合的に考量し、「地域の生活や観光・まちづくり
に組み込まれた持続可能な鉄道」として
地域で支え、鉄道の維持を図っていくべきか否
か、地域が評価・検討することが必要

観光振興、
駅前商店街
の活性化等
の地域社会
への便益※が
発生

鉄道施設（レー
ル、トンネル、
橋りょう等）の
保守管理費等
が発生

商
店
街

【イメージ図】

鉄道事業者によるギリギリの努力にも関わらず事業の存続が困難となった鉄道輸送について、地域の合意により鉄道輸
送の維持を図る場合、運賃収入等で費用を賄うことによって輸送サービスが提供されるとの原則（事業採算性）に留意し
つつも、利用者への便益のみならず地域社会への様々な便益をもたらす鉄道輸送を維持するために必要な費用は、運賃
とともに地域全体で負担すべきか？

鉄道事業者によるギリギリの努力にも関わらず事業の存続が困難となった鉄道輸送について、地域の合意により鉄道輸
送の維持を図る場合、運賃収入等で費用を賄うことによって輸送サービスが提供されるとの原則（事業採算性）に留意し
つつも、利用者への便益のみならず地域社会への様々な便益をもたらす鉄道輸送を維持するために必要な費用は、運賃
とともに地域全体で負担すべきか？

駅



地域における合意形成 〔地域公共交通活性化・再生法における協議会〕

市町村

鉄道事業者

道路管理者

住民

バス事業者

公安委員会

協議会協議会

・協議会の参加要請応諾義務
（公安委員会、住民は除く）

・計画策定時のパブリックコメント実施
・利用者等による計画作成等の提案制度
・協議会参加者の協議結果の尊重義務

地域公共交通総合連携計画の策定

駅

駅

駅

駅

乗合タクシーやコミュニティバス

鉄道活性化 乗継円滑化 海上運送高度化

ＬＲＴ整備

ＢＲＴ整備

○ 地域公共交通活性化・再生法では、交通事業者、道路管理者、公安委員会、利用者等で構成する協議会での協議を経て、
「地域公共交通総合連携計画」を作成することができる。

合意形成につき今後講ずべき施策

○地方運輸局によるコンサルティング事業
の実施

○地域公共交通総合連携計画策定経費
に係る補助制度の活用

【補助対象】
地域公共交通総合連携計画の策定に要
する調査費、協議会開催等の事務費

利用者をはじめとする地域の関係者が自らの意見を直接反映させ、実現させることが出来る場

増便、乗継利便の向上等、
利用しやすい運行ダイヤ
への改善提案など

○地域公共交通のあらゆる
課題について、当該地域
にとって最適な公共交通
のあり方につき合意形成
を図る

○関係者は合意に基づき策
定される地域公共交通総
合連携計画について責任
を持って推進

○地域公共交通総合連携計画に定める事業について、
国は予算や法律上の特例措置などにより総合的に支援



活力ある都市活動、観光振興

地域公共交通の活性化・再生の必要性

住民の足の確保、ユニバーサル社会の実現 環境問題等への対応

地域公共交通総合連携計画

海上運送高度化事業
（海上運送サービス

の改善）

乗継円滑化事業
（乗り継ぎの改善）

鉄道再生事業
（地域鉄道の再生）

道路運送高度化事業
（ＢＲＴの整備）

（オムニバスタウンの推進）

鉄道事業再構築事業鉄道事業再構築事業
－地域鉄道の再構築に

よる輸送の維持－

法 律 上 の 特 例 措 置

地域公共交通特定事業

地域公共交通の活性化及び再生を総合的かつ一体的に推進するための計画

地域公共交通活性化・再生法スキーム概要

国国 土土 交交 通通 大大 臣臣 にに よよ るる 計計 画画 のの 認認 定定 （鉄道再生事業のみ届出）

・ＬＲＴ整備に関する軌
道事業の上下分離制
度の導入

・ＬＲＴ車両購入費等に
ついて自治体助成部
分の起債対象化等

地域公共交通
活性化・再生総合事業

・計画認定による事業許
可等のみなし取得

・ＢＲＴの車両購入費、オ
ムニバスタウン計画に
基づく施設整備事業等
について自治体助成部
分の起債対象化等

・計画認定による事業
許可等のみなし取得

・計画認定による事業計
画変更認可等のみなし
取得

・運行計画を事後届出制
に緩和

・共通乗車船券に係る一

括届出化

・ 計画認定による事業許可等の

みなし取得
・ 公有民営」方式の上下分離に

ついて、事業許可基準のうち
事業採算性等に係るものを
適用しない特例

・鉄道再生実施計画
作成のための廃止
予定日の延期等

・地域のバス交通の活性化や、地方
鉄道の活性化等による地域住民や

観光客のための公共交通サービス
の改善

・地域による利用促進活動 等

総合事業計画を策定

・計画策定経費支援（定額）

・総合事業計画に基づく事業

について、１／２補助（政令

市では１／３）

補助金による支援

市町村 公共交通事業者 道路管理者 住民港湾管理者 公安委員会 等

協議会

＋ 補助予算、地方財政措置
等の総合的パッケージに
よる支援措置

－ＬＲＴの整備－

軌道運送軌道運送
高度化事業高度化事業

連携計画に特定事業を定めた場合は、当該事業の実施計画を策定

地域公共交通活性化・再生法のスキーム地域公共交通活性化・再生法のスキーム



○ 継続が困難となり、又は困難となるおそれがあると認められる旅客鉄道事業について、市町村その他の者の支援を受けつ
つ事業構造の変更を行うことにより輸送の維持を図るための事業。

○ 国土交通大臣による認定を受けて実施される場合には、法律上の特例のほか、予算、地方財政措置等による重点支援の対
象となる。

地域公共交通総合連携計画（市町村が作成）

鉄道事業再構築事業の実施を盛り込む場合には、詳細について実施計画を作成

鉄道事業再構築実施計画に基づいて鉄道事業者・地方自治体等が一体となって行う取組みに対し、鉄道軌道輸送高度化事業費

補助金（２２年度概算要求額：２２億円）、地方財政措置、税制特例等により、重点的に支援する。

鉄道事業再構築事業

・ 市町村等と鉄道事業者が共同で計画を作成し、実施

・ 継続が困難又は困難となるおそれのある旅客鉄道事業を対象

経営の改善

市町村等の支援

事業構造の変更

例： 上下分離

＋

内容 目的

当該路線における
輸送の維持

国
土
交
通
大
臣
に
よ
る
計
画
の
認
定

特例措置

１．鉄道事業法の許可等を受けなけれ
ばならないもの等について、計画の
認定により一括で許可等を受けたも
のとみなす等の特例

２．現行の鉄道事業法では実施できな
い「公有民営」方式の上下分離（※）

について、同法における事業許可
基準のうち事業採算性等に係るも
のを適用しないことにより、その実
施を可能とする特例

（※）地方公共団体が鉄道線路を保有し、これ
を運行事業者に無償で使用させるもの

鉄道事業再構築事業について鉄道事業再構築事業について



「鉄道事業再構築事業」の実施パターンの例「鉄道事業再構築事業」の実施パターンの例

地
域
の
支
援

住民自らの
鉄道利用

既存事業者既存事業者

公有民営
の例

（無償貸与）

自治体による
財政的支援

イベント・
ツアー企画

地元企業・商店
街との連携

鉄道事業者による
経営の改善

＋

自治体自治体
((３種事業者３種事業者))

鉄道施設
保有

土地保有

上下分離の例

運 行

新設３セク新設３セク

（賃貸）

既存事業者既存事業者

鉄道施設
保有

土地保有

運 行

既存事業者既存事業者

（賃貸）

新設３セク等新設３セク等

鉄道施設
保有

土地保有

運 行

既存事業者既存事業者

重要な資産の
譲渡の例

自治体自治体

土地保有

運 行

新設３セク新設３セク

事業譲渡
の例

（事業譲渡）

既存事業者既存事業者

鉄道施設
保有

土地保有

運 行

運 行

鉄道施設
保有

土地保有

鉄道施設
保有

（無償貸与）

●若桜鉄道 例）養老鉄道

伊賀鉄道

例）青い森鉄道 例）えちぜん鉄道

ひたちなか海浜鉄道

富山ライトレール

●福井鉄道

●三陸鉄道（申請中）



地域鉄道におけるコスト構造上の課題

地域鉄道のコスト構造

約４５％

約４６％

約９％

ワンマン化・無人化による人件費の削減等により、相対
的に、施設保有に係る経費の占める割合が増加

昭和６０年度：約３８％⇒平成２０年度：約４５％

ワンマン化・無人化による人件費の削減等により、相対
的に、施設保有に係る経費の占める割合が増加

昭和６０年度：約３８％⇒平成２０年度：約４５％

赤字事業者の割合

約６９％

約３１％

約８７％

約１３％

営業赤字

営業黒字

営業黒字

営業赤字

現在の赤字事業者の割合現在の赤字事業者の割合 施設保有に係る経費を除い
た場合の収支状況（試算）

施設保有に係る経費を除い
た場合の収支状況（試算）

地域鉄道の収支状況は、全体の約７割が営業赤字で
あるが、施設保有に係る経費を除くと、全体の約９割の
事業者が黒字に転じる

地域鉄道の収支状況は、全体の約７割が営業赤字で
あるが、施設保有に係る経費を除くと、全体の約９割の
事業者が黒字に転じる

その他の経費
（一般管理費等）

輸送に直接必要な経費（運輸費等）

施設保有に係る
経費（維持管理費、
減価償却費等）

地域鉄道（９２社）の平成２０年度決算より 地域鉄道（９２社）の平成２０年度決算より



公有民営による上下分離方式の導入公有民営による上下分離方式の導入

第三種事業者（自治体）

第二種事業者（鉄道事業者）

運 行

土地保有

鉄道施設保有

駅

○自治体が「第三種事業者」として、第二種
事業者に当該鉄道施設を使用させる

無償使用

下下下

上上上

第三種事業者

第二種事業者

土地保有

鉄道施設
保有下下下

上上上 運 行

○鉄道事業者は「第二種事業者」として第三種事業者が敷設す
る鉄道施設を使用して鉄道事業を実施

○○現行の上下分離制度現行の上下分離制度 ○○（新制度）無償使用による公有民営方式の上下分離制度（新制度）無償使用による公有民営方式の上下分離制度

○線路や駅舎に係る土地等
○線路、駅等の鉄道施設 ○線路や駅舎

に係る土地等
○線路、駅等の

鉄道施設

○運行や乗務員、車両（※）等

※車両は第三種事業者が保有する場合もある

○運行や乗務員、車両（※）等

※車両は第三種事業者が保有する場合もある

無償使用により、さらなる
負担軽減

施設使用料
（一部減免してい
る場合がある）

駅

・施設保有に関する経費負担の軽減
・一方で、施設使用料が負担になる
場合もある

自治体が鉄道
施設を保有す
ることにより、
安定的・継続
的かつ地域の
声を反映した
輸送の実現

運行に専念運行に専念

○第二種事業者は、第三種事業者が敷設する鉄道施
設を使用して鉄道事業を実施

○第三種事業者は、第二種事業者に当該鉄道施設を使用させる



福井鉄道･福武線の概要福井鉄道･福武線の概要

福井市

鯖江市

福
井
鉄
道
・福
武
線

え
ち
ぜ
ん
鉄
道
・
三
国
芦
原
線

えちぜん鉄道・勝山永平寺線

Ｊ
Ｒ
北
陸
本
線

ＪＲ越美北線

Ｊ
Ｒ
北
陸
本
線

神明

西鯖江

武生新

浅水

福井駅前

福井

田原町

裁判所前

市役所前

公園口
木田四ツ辻

福井新

花堂

ベル前

江端

ﾊｰﾓﾆｰﾎｰﾙ

三十八社

鳥羽中

水落

西山公園

上鯖江

家久

西武生

軌道区間

越前花堂

大土呂

北鯖江

鯖江

武生

越前市

■会社概要

◇名称 福井鉄道株式会社
◇設立 昭和２０年８月１日

◇所在地 武生市北府２丁目５番２０号
◇代表者 代表取締役社長村田治夫（平成20年11月25日～）

◇資本金 １億円
◇事業 鉄軌道事業（福武線）、自動車事業（バス）、

兼業（不動産賃貸・物販・広告等）

◇経常損益 ▲１８２百万円（平成１９年度）

■鉄軌道事業

◇営業キロ ２１．４㎞（うち軌道区間３．３㎞）
※複線：４．０㎞、単線：１７．４㎞

◇駅数 ２２駅（うち軌道区間６駅） ※駅員配置：５駅

◇列車本数 平日：１２８本／日（うち急行２２本）

休日：１２６本／日（うち急行２２本）
◇軌間 １０６７㎜
◇動力 電気（直流６６０Ｖ）
◇車両 １７編成（３０両）

◇輸送実績 １６１万人／年（平成１９年度）
※定期：６８万人、定期外：９３万人

◇経常損益 ▲７５百万円（平成１９年度）

■検討経緯・スケジュール

◇平成２０年 ５月３０日 法定協議会設立
◇平成２０年１１月１１日 総合連携計画（骨子案）作成・公表

◇平成２１年 ２月 ６日 鉄道事業再構築実施計画 認定申請
◇平成２１年 ２月２４日 同実施計画 大臣認定

◇平成２１年３月 新体制移行
沿線３市による鉄道用地取得



福井鉄道の鉄道事業再構築事業の概要福井鉄道の鉄道事業再構築事業の概要

再構築事業実施スキーム
（計画期間：１０年間 平成２１年３月～３０年３月）

福井県福井県福井県

鉄 道 用 地 の

無 償 貸 付

福井鉄道
（一種鉄道事業者）

福井鉄道福井鉄道
（一種鉄道事業者）（一種鉄道事業者）

運 行

車両保有

インフラ保有

維持管理

福井市、鯖江市、越前市
（沿線３市）

福井市、鯖江市、越前市福井市、鯖江市、越前市
（沿線３市）（沿線３市）

土地保有

維持修繕費用及び
関連経費を補助
(１０年間：１２億円)

設備投資費用を補助
(１０年間：３１億円)
※県：２１億円、国：１０億円

国国国協議会協議会協議会

活性化・再生総合事業費補助

輸送高度化事業費補助等

鉄 道 用 地 を

有 償 譲 渡

■輸送人員は利用促進策により、年間
２００万人台に増加。（１９年度：１６１万人）

■鉄道事業収支は、増収・経費減により
収支の均衡が図られ、将来にわたり
安全・安定した運行を継続。

平成２９年度（計画最終年度）

具体的施策と効果

■安全対策の強化
◇設備投資の充実〔１０年間：３１億円〕
◇維持修繕の充実〔１０年間：１２億円〕

■営業の強化とソフト面での利便性向上
◇運賃全般の見直し

・企画乗車券の充実、高齢者割引制度の導入、
運賃体系の見直し

◇地域との連携
・沿線サポート団体等との連携強化、地域イベントとの

連携強化、「カー･セーブデー」の推進、法人利用の促進

◇利便性向上
・終電の繰り下げ、急行運行の見直し

◇サービス向上
・接客サービスの向上、設備（駅・車両）改善

■ハード面での利便性向上
◇駅の新設〔４駅〕
◇ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾗｲﾄﾞ駐車場の新増設 等

〔約２７０台：１０駅〕

鉄道用地取得費
の一部を補助

地域の連携地域の連携



軌道整備事業者（地方公共団体等）

施設の
貸付け

貸付料の
支払い

施設（※）を借り受けて運行。

線路・電気設備・信号施設などの施設
（※）を建設し、保有。

使用条件（賃料
等）、管理責任
に関する契約

（※）車両を含む場合も想定しうる。

ＬＲＴの運行を行う事業
者は、「軌道運送事業者」
の特許を取得。

＊

ＬＲＴの施設を整備、保
有する地方公共団体等は、
「軌道整備事業者」の特
許を取得。

＊

安全性、継続性を確保安全性、継続性を確保
するため、上下間の契するため、上下間の契
約、体制等を大臣認定約、体制等を大臣認定
の際にチェックの際にチェック

国や地方公共団体が

車両購入費等を補助

＊

国が地方公共団体
等の施設整備主体に
対して建設費等を補
助

＊

軌
道
運
送
高
度
化
実
施
計
画

（大
臣
が
認
定
）※

地
域
公
共
交
通
総
合
連
携
計
画
（市
町
村
・関
係
者
が
作
成
）

認
定
効
果

次の①及び②の実施により、定時性の確保、速達性の向上及び快適性の確保を図り、もって地域公共交通の活性化に資するもの（既設の軌道の路線においては①②のいずれかでも可）

※軌道運送高度化事業

①より優れた加速及び減速の性能を有し、振動を抑える効果が高く、かつ、低床化されている等旅客が円滑に乗降できる構造の車両を用いること
②旅客の乗降を円滑にするための措置（①を除く）及び車両の良好な走行環境を確保するための措置を講ずること

制度面 財政面軌道運送事業者

地方債の特例

○ 地域公共交通活性化・再生法上に盛り込まれたＬＲＴに関する上下分離制度（軌道運送高度化事業）により、事業者のインフラ
整備負担を軽減した上で効率的な整備と整備後の安全運行・安定経営を確保することができるようになった。

軌道運送高度化事業の概要



えちぜん鉄道再生後の取組み

○鉄道アテンダントの先駆け（H15.7～）

きっぷ販売のほか、乗降補助、観光案内、乗り継ぎ案内等、
乗客に対してきめこまやかなサービスを提供
⇒乗客に好評。全国のモデルケースに

○無料レンタサイクルの実施

○運賃を１５％値下げ
○新駅設置

１９年９月に、かねてから地域の
要望が強かった福大前西福井～
新田塚間に日華化学前、八ツ島
の２駅を設置し、新規利用者の掘
り起こしに 成功

○サイクルトレインの運行
（3/1～11/30の土日）

○沿線観光地へのバスアクセスの
向上（増便）

○パークアンドライド駐車場の整備

＜アテンダント業務＞

○地域イベント等との連携
・カー・セーブ回数券の発売
・温泉旅館等とのタイアップ（運賃・宿泊料割引切符） など
○サポーターズクラブの発足
○地域有志によるボランティア活動（花壇作り、清掃活動）

＜サポーターズクラブ会員証＞

利便性向上

サービス向上 地域との連携

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H18.9～H19.8 H19.9～H20.8

1,882

千人

600

500

400

300

200
H18.9～H19.8 H19.9～H20.8

４駅の乗客数合計 比較

＜日華化学前駅（19年9月開業）＞

新駅設置と増客効果

路線年間輸送人員 比較

新
駅

413
474 1,761

千人

新駅と隣接する駅を含
めた４駅の合計乗客数
は、前年同期間比で
１５％増加し、路線全体
の輸送人員も７％増加

＜ボランティア活動＞



和歌山

田中口

日前宮

神
前
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山

岡
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前
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東
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池
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園

西
山
口

甘
露
寺
前貴

志

和歌山市

駅舎改築

和歌山電鐵 貴志川線

たま電車

変電施設 統合・昇圧

南
海
電
鉄

ＪＲ西日本

交
通
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ン
タ
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前

紀の川市

和歌山市

和歌山

田中口

日前宮

神
前

竃
山

岡
崎
前

吉
礼

伊
太
祁
曽

山
東

大
池
遊
園

西
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口

甘
露
寺
前貴

志

和歌山市

駅舎改築

和歌山電鐵 貴志川線

たま電車

変電施設 統合・昇圧

南
海
電
鉄

ＪＲ西日本

交
通
セ
ン
タ
ー
前

紀の川市

和歌山市

和歌山電鐵の活性化に向けた取組み

＜駅長の「たま」＞

○貴志駅の猫の駅長「たま」が話題を呼び、観光客が殺到。その功績から、
２０年１月に「スーパー駅長」に昇進、１０月に和歌山県知事から「ナイト
（騎士）」の称号を授与。

○平成15年に南海電鉄が貴志川線の廃止検討を表明したが、存続に向けた住民の要請が高まり、関係者で議論した結果、沿線自治体

が鉄道用地を買い取り、公募により決定した岡山電気軌道が和歌山電鐵を設立して運行を引き継ぐことで合意した。
○沿線住民等による支援と観光を中心とした取組みにより活性化を図っており、平成20年度創設の地域公共交通活性化・再生法に基づ

く総合事業を活用して様々な取組みを実施中。平成２１年７月、地域の活性化へ著しい功績があったとして、国土交通大臣表彰を受賞。

出典：和歌山電鐵ホームページ、和歌山大学辻本勝久准教授提供資料等をもとに鉄道局作成

車両のリニューアルによる活性化

＜おもちゃ電車＞

○貴志川特産の「いちご」や地域で成長著しい「おもちゃ」をテーマに、
つり革やベンチシート、家具等、今まであまり木を使わなかったところに
むく材をふんだんに使用した車両のリニューアルを実施。

○「いちご」、「おもちゃ」に続き、駅長の「たま」をテーマに、地域公共交通
活性化・再生総合事業を活用してリニューアルした「たま電車」を２１年
３月より運行開始。

＜いちご電車＞ ＜たま電車＞

話題性を高めることによる活性化

関西大学大学院の
宮本勝浩教授らに
よると、就任１年間
の経済波及効果を
試算すると約１１億
円になると発表。

出典：和歌山電鐵提供資料・ホームページ等をもとに鉄道局作成
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南海電鉄が貴志川線の
廃止検討を表明

和歌山電鐵が
運行開始

利便性の向上による活性化

千人

年度

１７年の運行開始
時より１４％の増

減少傾向

現行33分ヘッド ⇒ 30分ヘッド・パターンダイヤ化

○変電施設の増強により、速達性の向上を図り、また覚えやすく利用しや
すいダイヤ設定を行うとともに、観光客の利用増のため手狭となった貴志
駅を改良するなど利便性の向上により、駅を核とする地域の活性化及び
快適性の向上を図る。
（２１年度コミュニティ・レール事業及び総合事業にて実施）

貴志川線の年間輸送人員の推移



ご清聴ありがとうございました。


